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シリーズ
マーケティング機能再構築
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Ⅳ　デジタル化におけるマーケティング機能構築に向けて

1 デジタル化により、①タッチポイントの多様化、②顧客の情報過多、が生
じ、これらの変化から顧客の消費行動、購買行動は大きく変化している。し
かしながら、これらの変化に対して、多くの日本企業では、マーケティング
機能の刷新が滞っている。

2 第四次産業革命により、IoTなどデジタル化が進展する。こうした中、Web
サイト、Web広告、SNS、メール、ブログ、アプリケーション、YouTubeな
どの動画サイト、評価サイト、オンラインコミュニティ、ECサイト、Q&A
ページ、チャットボット、新聞、テレビ、CM、プレスリリースなど、多く
のタッチポイントを有機的に組み合わせ、顧客体験（CX）をデザインするこ
とが必要となる。それに伴い、マーケティングの再定義を行わなければなら
ない。

3 事例として、サントリーホールディングス、リコーの事例を述べる。サント
リーホールディングスは、デジタル技術を活用し、マーケティングプロセス
を大きく変革し、UX（ユーザー体験）の革新を進めている。リコーは、デジ
タル技術を活用し、CXの刷新を進め、3Dプリンターなどの需要創造を進め
ている。

4 デジタル化におけるマーケティング機能構築に向けて必要なのは、①マーケ
ティングの目的の明確化、②自社の強みを引き立てるCXのデザイン、③DX
を推進するための社内関連部門の啓蒙、である。
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マーケティング機能再構築

Ⅰ デジタル経済における
 日本企業が直面する課題

デジタル化によって消費者や顧客のタッチ
ポイントは多様化したが、それにより情報過
多という状況が発生している。タッチポイン
トとは、顧客が自社の製品やサービスについ
ての考え方、感じ方を変える可能性のある接
点のことである。デジタル化で、Webサイ
ト、Web広告、SNS、メール、ブログ、アプ
リケーション、YouTubeなどの動画サイト、
評価サイト、オンラインコミュニティ、EC
サイト、Q&Aページ、チャットボット、新
聞、テレビ、CM、プレスリリースなど、タ
ッチポイントは飛躍的に増大した。こうした
変化から、顧客の消費行動や購買行動は大き
く変化している。

1 タッチポイントの多様化
消費者はさまざまなタッチポイントを自ら

組み合わせて活用するようになっている。た
とえば、電気製品を購入する場合、電気量販
店にいって実物は見るが、購買はECで最も
安く購入するなどのタッチポイントの多様化
を行っている。

それに伴い、消費者の情報収集力も飛躍的
に向上している。消費者は事前に製品、サー
ビスに関するさまざまな情報を集めることが
できる。これはBtoBでもBtoCでも同様であ
る。たとえば消費財では、ユーザーの声を集
める方法はメーカーサイトからだけではな
い。ECサイトで製品評価の口コミを見るこ
ともできるし、化粧品であれば「＠cosme」
のような美容に関する口コミを見られるサイ
トが充実している。

それにより、かつて存在していたメーカー
と消費者との情報ギャップはなくなり、消費
者が持っている情報量も今や相当なものであ
る。その製品の性能や特性についての情報は
もちろんのこと、ユーザーがその製品やサー
ビスに対してどのような評価をしているかと
いったことも事細かく見ることが可能だ。そ
のため、品質に関するトラブルや消費者対応
にまつわる問題が発生すると、瞬く間にその
悪評は広がる怖さがある。

この状況はBtoBにおいても同様である。
工場で使う生産財や工作機械、オフィスで使
用する消耗品やオフィス器具も、ECの充実
に比例して比較サイトも充実してきている。
消費者が情報収集力を向上させたことの裏返
しであるが、消費者は製品について情報収集
するだけではない。FacebookやInstagram、
TwitterのようなSNSを使って個人が情報発
信する機会が飛躍的に増えた。言い換える
と、消費者は情報発信者にもなることで情報
収集力が飛躍的に向上したといえる。

こうしたタッチポイントの増大により、消
費者の行動を把握することは難しくなってい
る。

2 顧客の情報過多
消費者など顧客は情報過多に疲れていると

もいうこともできる。それは、野村総合研究
所（NRI）が行っている「NRI生活者一万人
アンケート」においても把握されている。多
くの情報を収集できるようになり、判断材料
が豊富にそろったが故に意思決定ができない
のである。そのため、どの情報が自分にとっ
て必要なのかをレコメンドしてほしいという
要望が強い。AmazonがECで圧倒的に強い
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のは、膨大な購買データを収集・分析し、消
費者の嗜好を把握しているためである。

BtoBにおいても、ECサイトや比較サイト
などから多くの情報が取得できるため、意思
決定の材料は多いが、自社にとって何が本当
に必要なのか、より踏み込んだ提案が求めら
れている。消費者は情報過多の状況から抜け
出すために、意思決定のサポートをしてくれ
るものを求めているのである。

それによって、商品やサービスに関する情
報を営業担当者に聞かずとも、ネット検索な
どで調べられるようになった。かつては営業
担当者に依頼していた初期の情報収集を、ネ
ットメディアやオンラインセミナーなどから
行っていた。しかしながら、その結果として
顧客は情報過多となる傾向があり、自社が抱
えている課題とそれを解決してくれる商品や
サービス、あるいはそれらの組み合わせにつ
いて、顧客を導いてくれるパートナーを探し
ている。

Ⅱ デジタル化におけるマーケティングの
 再定義

第四次産業革命に代表される産業の大きな
変化は、市場の動きに迅速に対応していくこ
とが求められているということである。デジ
タル技術を活用してマシンデータや顧客ニー
ズの変化を分析して、需要を創造し、市場を
開発しなければならない。今やマーケティン
グは、マシンデータ、顧客の購買データとい
った結果を示すデータだけでなく、購買に至
るまでの顧客の行動データ、たとえば店内の
行動が分かる画像や検索履歴やセミナー受講
履歴などの情報をいかに分析し、ターゲット

とする顧客に対して、どのようにタッチポイ
ントを作っていくかが重要になる。

消費者は情報収集を行っており、そこでさ
まざまなメーカーの製品やサービスについて
の印象を構築している。店舗、営業担当者、
コールセンター、サービス担当者といったメ
ーカーが保有するチャネルもタッチポイント
に含まれるが、タッチポイント全体を組み合
わせ、顧客体験（CX）注1を創造しなければな
らない。

デジタル経済のマーケティングは、過去か
らいわれているマーケティングミックス、つ
まり、4P（Product（製品）、Price（価格）、
Promotion（販売促進）、Place（チャネル））
で考えるだけでは不十分になっている。購買
プロセスにおけるタッチポイントが多岐にわ
たり、顧客は企業が知らないところで学習や
経験をして、さまざまな印象を持ってしま
う。そのため、これらのタッチポイントをい
かに作り上げていくかがより重要になってい
る。これはBtoCでもBtoBでも同じことであ
る。なぜならば産業材などBtoBにおいても、
顧客は事前にさまざまな調査をする。顧客の
情報収集が、営業担当者、代理店などのチャ
ネルに限定されている頃は、4Pを組み合わ
せることで、マーケティング施策を有効に作
ることができた。

フィリップ・コトラーは「マーケティング
4.0」において、マーケティングミックスは
従 来 の4Pか ら4C、 つ ま り、 ①Co-Creation

（共創）、②Currency（通貨）、③Communal 
Activation（共同活性化）、④Conversation

（会話）に変化するといっている。デジタル
時代とは、顧客とともに価値を創り出す時代
であり、価格はダイナミックプライシングの



マーケティング機能再構築

75第2回　デジタル化に対応するマーケティングの再定義

ように変動し、顧客ごとに最適な価格を提示
していくことが求められる。また、消費者は
製品・サービスを即座に購入・利用すること
を求め（③共同活性化）、SNSなどを使って
メーカー、もしくはほかの消費者と会話をす
ることができる（④Conversation）、という
ものだ。

こうした状況において、顧客とともに価値
創造をするというスタンスに立ち、購買履歴
やIoTにより取得可能となった機械の使用状
況といった顧客のデータを分析し、顧客の経
験をデザインするという発想が求められるだ
ろう。CX、さらには直接機械を使用する、
食品であれば飲む・食べるといったユーザー
体験（UX）注2をデザインすることが、マー
ケティングの機能として求められているので
ある。

かつて売り切りであった機器の販売は、
IoTの発展によって顧客が導入した後のデー
タを取得することが可能となっている。
BtoCの機器類も産業機械のようなBtoBの機
器類も、ネットに接続する環境が整備されて

いる現在、顧客の使い方を把握することがで
きる。そのデータを活用して、顧客の購買な
どに関連する行動（カスタマージャーニー）
をデザインしていくことが必要だろう。かつ
て、消費行動はAIDMA「注意を喚起され

（Attention）、興味を抱き（Interest）、欲求
を持ち（Desire）、記憶し（Memory）、さら
に行動に移す（Action）」で測っていた。と
ころが、SNSなどのネットメディアが普及
している現在、AISAS「注意を喚起され

（Attention）、興味を抱き（Interest）、検索
して（Search）、行動し（Action）、共有す
る（Share）」といったように変化した注3

（表 1 ）。
顧客がどのようなことに興味を抱き、その

情報を収集し、検討を進め、購買し、購買後
にどのような体験をするのか、それをデザイ
ンすることが必要だ。その中で、顧客にどの
ような体験をしてほしいのかを考え、タッチ
ポイントをどのようにデザインすべきかを考
えなければならない。

表1　カスタマージャーニーマップ

Attention
（注意を喚起される）

Interest
（興味を抱く）

Search
（検索する）

Action
（行動する）

Share
（共有する）

Webサイト

検索エンジン

SNS

メールマガジン

イベント

セミナー

コールセンター

コンタクトメール

営業担当者

記事を見る

成功体験の共有

Webセミナー

購入

サイト訪問資料請求
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1 BtoCでの
 カスタマージャーニーデザイン

ある商品やサービスに関して、消費者がど
のようなシーンでそれを認知し、興味を抱く
か、また、そこからどのように情報収集し、
比較・検討をした結果、意思決定に到達する
のかという経路を考え、タッチポイントをデ
ザインすることが求められる。それには、消
費者の価値観、趣味、行動特性といったこと
から、ターゲットとしたい人物像（ペルソ
ナ）を明確にしなければならない。どうカス
タマージャーニーをたどるのかを考え、どの
ようなタッチポイントを持つのか、あるいは
それぞれのタッチポイントで自社の製品・サ
ービスにどうやったら興味や好感を高めても
らえるのかといったことを考慮しつつ、UX
をデザインしていく。

たとえば購買後、顧客が積極的にその使用
体験や成功体験を発信しようとするように、
スマホアプリやイベントによって体験を共有
する場を設けるといったことが必要だ。

製品に通信機能を保有している製品であれ
ば、使用後のデータも集められる。たとえば
自動車の走行距離や走行実績、使用した機
能、パーツの消耗状況と交換状況などのデー
タが集められる。収集したデータから、次に
どのようなCXを創造したいのか検討するの
である。自動車であれば、点検やアフターサ
ービスは、国内ではオートバックスなどのサ
ービス店舗でも受けることができる。そこで
メーカーは、タイヤやオイル・バッテリーの
交換でも、メーカー系ディーラーに戻りたく
なるようなUXをデザインするのである。

レクサス、メルセデスなどの高級車市場で
は、スマホアプリを利用して、燃費・タイヤ

空気圧など、自動車の状況をいつでも見るこ
とができる。また、アプリからメーカー系デ
ィーラーの保守拠点に簡単にアクセスでき
る。こういったUXは、ディーラーに戻りた
くなる大きな動機付けとなっている。

2 BtoBでの
 カスタマージャーニーデザイン

カスタマージャーニーをデザインする有用
性は、BtoBにもいえることである。昨今、
顧客は機械やサービスに対する情報収集を動
画サイトなどで行うケースが増えている。よ
って、その顧客がどのようなサイトで情報を
収集しているのかを考え、タッチポイントの
配置を行い、カスタマージャーニーをデザイ
ンするのである。

BtoBの場合、メーカーあるいは販売店や
ディーラーの営業担当者が訪問することが多
い。デジタル化が進む前は、顧客は製品のこ
とを営業担当者に問い合わせていたが、今
や、ネットや動画サイトから情報を収集し、
候補企業の絞り込みまで済ませている。つま
り、営業担当者が顧客の関心事を把握したと
きには、既に顧客はかなり先の段階に進んで
しまっているという事態すら生じるようにな
っている。

そんな中、BtoBでの事業展開を行ってい
る企業は、顧客のCXをいかにデザインする
かということに取り組む必要がある。それに
はまず、顧客データを具体的にどうやって収
集するかを考えなければならない。

機械の稼働データから、あるいは導入前の
潜在顧客の声をネットサーベイやイベントか
ら収集・分析するのだが、どこでどのような
CXをデザインするかを考え、それにはどの
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データを収集すべきかを検討する。そして、
営業担当者、サービス担当者、コールセンタ
ー担当者といったタッチポイントを、そこに
いかに有機的に組み合わせるかを検討する。
もちろん、これらのタッチポイント間で顧客
情報を共有する仕組みも必要となるだろう。
たとえばターゲットとする顧客に対して、ネ
ットを使った関心の喚起、コールセンターで
の関心事の把握、顧客の購買意欲が高まった
段階での営業担当者の訪問など、自社の保有
するタッチポイントが連携し、顧客の意思決
定を進めていくなどのCXのデザインを行う。

また、サブスクリプションモデルといわれ
る機械の売り切りではなく、使用シーンに合
わせた課金モデルを構築することにより、機
械の使用状況を把握し、それに応じた新たな
提案を進めていくのである。

Ⅲ 先行事例

1 サントリーホールディングス
（1） デジタルマーケティングが

 必要となっている背景

サントリーは、従来からマーケティングに
力を入れている企業である。その事業は、ビ
ール、スピリッツなどの酒類を取り扱うサン
トリー酒類、ソフトドリンクを扱うサントリ
ー食品インターナショナルなどの事業会社で
構成されている。

同社はもともと、マスメディアへの強力な
宣伝活動と流通・飲食店への営業力で商品を
販売する、というモデルで成功を収めてき
た。しかしながら、顧客の嗜好性が多様化し
ている現在、「マス広告で商品ブランドの認
知度を上げ、流通店舗の棚に陳列し、販売す

る」という従来の方法では、きめ細かく変化
する顧客のニーズをとらえることが難しくな
っていた。そこで同社は、デジタルの技術を
使い、マーケティングそのものを変革するこ
とを考えたのである。

（2） デジタルマーケティング本部の設立

サントリーがデジタルマーケティングへの
取り組みを本格的に開始したのは、2000年で
ある。室元隆志氏らがデジタルマーケティン
グへの取り組みを開始した当時、デジタルマ
ーケティングはシステム部門に担当者が配置
されていた。

その後、室元氏らが14年にAmazonでの
EC販促強化に取り組んだ。そして、17年 4
月、当時、ECを担当していた室元氏ら 5 人
を中心に、サントリーグループ全体のマーケ
ティングコミュニケーション業務を担うサン
トリーコミュニケーションズ内にデジタルマ
ーケティング本部が設立された。広報、営
業、各事業部に存在していたデジタル部門を
統合し、それまで社内に点在していたデジタ
ルを活用したマーケティングや企業コミュニ
ケーションを担う組織や機能を統合・一元化
をするものであった。

現在、本部長を務める室元氏は「各事業や
ブランドのプロモーション、各種メディア運
営、データベースマーケティングやシステム
開発まで、デジタルにかかわる機能がすべて
統合された。具体的には、事業会社に対する
事業やブランドの支援、営業会社に対する店
頭・ECの支援をするほか、サイト運営など
のコーポレートブランディング活動も行って
いる。全社のデジタルにかかわるナレッジを
1 カ所に集約し、社内のあらゆる部門で活用
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できる環境を整えた取り組みである。これら
の活動は、従来から当社が強みとしているマ
ス広告、さらには営業部門が持っている流通
と共同で売り場を作る強みに加えて、各種ブ
ランドのコンセプトやターゲットとする顧客
層を明確にし、デジタルを活用してきめの細
かいマーケティングを可能にした」という。

こうした組織改編の背景には、14年にサン
トリーホールディングスの社長に就任した新
浪剛史氏のデジタル活用に対する積極的な姿
勢が大きな支援要素となっている。さらに室
元氏は「購買データを基にした、マスも含め
たマーケティング施策の検証方法を考えてい
る。デジタルに閉じた活動だけでなく、マス
広告とデジタルを融合したマーケティングプ
ロセス、効果検証も、デジタルマーケティン
グ本部に期待される役割である」という。

（3） マーケティング本部が行った改革事項

①顧客の理解の深化
サントリーが全社でマーケティングにデジ

タルを取り込み、変革するために最も大事な
ことは、社員が本来のマーケティングの原点
に立ち返ることであるという。つまり「な
ぜ、その商品カテゴリーを顧客が欲している
か」を理解することである。

新しい価値を創造し、生活文化の発展を実
現するためには、マーケティング本来の原点
に立ち返らなければならない。商品ブランド
の「目的」「目標」をしっかりと定めて、タ
ーゲットとする顧客にどのようにアプローチ
して、何を伝えれば「目的」「目標」を達成
できるのかという一連の流れを考えて「シナ
リオ」をしっかりと構築することであるとい
う。デジタルでは、何を伝えるかよりも、タ

ーゲットとする顧客を明確にしてどのような
アプローチをするか、その一連のシナリオを
構築することが肝要である。

室元氏が最も重要視しているのは、UXを
開発できる人材の育成である。これは顧客を
洞察・理解するためには、UXが非常に重要
になるからである。つまり、購買データなど
と紐付けて、顧客の考えを正しく理解するこ
とが大事であるという。

デジタルマーケティング本部には、経営陣
からも「サントリーのデジタルシフトとは何
であるか」という課題が課せられていた。そ
れに対して、デジタル化により、これまでの
サントリーの強みを活かしたいという思いが
室元氏には強くあった。サントリーの強み
は、マスメディアによる圧倒的な認知度や優
れたクリエーティブと強い営業力による流通
への商品の販売力であるが、それにデジタル
マーケティングで獲得した各種データを組み
合わせることで、サントリーの強みを活かし
たCXを創り出そうとしている。

さらに、むやみやたらにKPI（重要業績評
価指標）を設けず、意味のある数字は何であ
るかを明らかにした上で、それを基にどのよ
うなアクションをとるのか、どのような改善
をするのか、ということを明確にする。意味
のある数字だけをとることにより、常に目的
を明確にした活動に落とし込むことを心掛け
ているという。

②本部内、社内関連部門の啓蒙
こうしたデジタルマーケティングの人材

は、ほとんどが営業部門の出身者など、デジ
タル未経験者であるという。システム開発を
するための情報システム部門出身者以外はサ
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ントリー酒類などの営業会社や事業会社経験
者が多い。デジタルマーケティング本部がデ
ジタルマーケティングの経験よりも大事にし
ていることは、ブランドコンセプトを理解し
た上で、どのような消費者に、どのような文
脈で、どのようなメッセージを伝えるかとい
うことについての課題把握、提案力である。

これには、従来のサントリーの勝ちパター
ンに慣れている営業やブランドマネジャーに
とっては、特に大きな発想の転換が求められ
た。成功体験がある人材は、デジタルマーケ
ティングを進める際、従来のパターンである

「何を伝えるか」から入ってしまうことが多
いという。しかしながらデジタルでは、この
思考パターンを大きく変えなければならな
い。つまり、誰に、いつ、どこで、どのよう
に伝えるかを考えなければならない。「何を
伝えるか」は、その上で検討されるものであ
るという。

従来のパターンにおける強みは、顧客像が
ある程度あいまいであっても、圧倒的なリー
チ力でマスに訴えるため、流通の棚を取る営
業力との相乗効果で、販売ができることであ
った。ところがデジタルでは、マス広告ほど
リーチを広く取ることは不可能であり、ター
ゲットとする顧客のタイプとどのような文脈
で伝えるかが明確でないと、消費者の印象に
も残らないことが多い。このような課題をし
っかりと深堀りするには、そもそもブランド
の課題が何であるかを明確にすることだとい
う。

これはマーケティングの原点ともいえる活
動になっているという。各ブランドがターゲ
ットとする顧客のタイプに対して、正しい文
脈でメッセージを発信するという活動は、各

ブランドマネジャーにとっては、そのブラン
ドが持つ課題の深堀りにもなり、社内におけ
るコンサルティング活動ともなっている。室
元氏は「このような課題解決力こそが、デジ
タルマーケティング部門の人材には必要とさ
れており、デジタルマーケティング経験の有
無は問題にならない」という。最終的にデジ
タルマーケティングの施策を実行するのは事
業部門であるが、事業部門の営業担当者やブ
ランドマネジャーが正しく理解をしていない
と、施策が正しく展開されない。

たとえば、デジタルマーケティング本部
は、AmazonなどのECへの提案についても
営業担当部署を支援している。実際の商談を
支援するだけでなく、営業人材のデジタル対
応についての育成も行っている。

このように、マーケティング本部内でコン
サルティングができる人材を育てる一方で、
事業部内のブランドマネジャー、営業人材を
育てることが、マーケティング本部の大事な
ミッションであると室元氏は考えている。

（4） デジタル化による効果

①ブランドマネジャー、
	 事業部の販促設計者、営業の意識改革
デジタルマーケティング本部が推進してい

る変革は、現在、全社に広く認知されるよう
になった。室元氏への取材も多いため、露出
も非常に増えた。その結果として、デジタル
マーケティング本部の社内での知名度も飛躍
的に上がり、さまざまな部署からデジタルマ
ーケティングに関する問い合わせがある。

その結果、販促のデザインやブランドマネ
ジャーの営業活動においても、顧客に対する
理解を進めるという習慣が徐々に広がりを見
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せている。これはマーケティング活動の基本
であるが、デジタルマーケティング本部のさ
まざまな啓蒙の成果として、ターゲットとす
る顧客のタイプを明確にし、顧客にどのよう
にメッセージを届けるか、どのようなコンテ
ンツを届けるべきかといったマーケティング
の基本的な思考が強化されているという。

②デジタル技術を取り込んだ
	 マーケティング手法の開発
従来のサントリーの強みである広告でのリ

ーチに加え、ターゲットとする顧客のタイプ
に対して、より深いコンタクトが可能となっ
たことにより、飲用体験の仕掛けという形で
デジタルでの個別の顧客へのアプローチを可
能にした。

これまで、消費者の購買データは、消費者
と接点がある小売だけが持っていたため、誰
が買っているのかという情報を直接知ること
はできなかった。売上結果からマーケティン
グの効果や消費者の姿・嗜好を推測するだけ
であった。しかし、外部企業のデータベース
とサントリーが保有するデータベースを組み
合わせることで、どのような顧客が、いつ、
何を見て、どこから商品を買っているのか、
という購買行動がつかめるようになり、それ
を基にどのような顧客に最終的にどう行動し
てほしいかというゴールを定めることができ
るようになった。定めたゴールに向けて最適
なメディアとメッセージを使い、ピンポイン
トでのアプローチを加えていった。

外部企業が保有する購買データでは、「ど
んな人が買っているか」は分かるが「誰が買
っているか」は分からないため、顧客個人に
までは紐付けられない。そこで同社は、独自

のメソッドで店頭での購買行動と個別ユーザ
ーの店頭での購買と飲食店での飲用体験の紐
付けに成功した。そして、飲食店で飲用した
ユーザーにデジタルプロモーションを展開
し、購買トライアルの促進を行うスキームを
開発した。このようにデジタルマーケティン
グ戦略をデジタルの世界だけに閉じず、飲用
体験からデジタルプロモーション、そして店
頭での購買、さらには検討といったように、
リアルを巻き込んだビジネスに活かし、マー
ケティングを展開できたことは、サントリー
の新たな強みとして加わった。

さらに室元氏は、同社内にある十分なマス
広告を打つことができないブランドにも着目
した。「ザ・プレミアムモルツ」のようなブ
ランドには十分な広告宣伝費が投入される
が、そこまでの投資ができないブランドも当
然ながら存在する。そういったブランドは、
マスメディアによる幅広い顧客にリーチする
力はないものの、限られたリソースを有効活
用し、マーケティングの原点に立ち返って、
デジタルでのマーケティング施策を検討した
ことによって、拡販につなげることができ
た。

2 リコー
リコーは連結売上高 2 兆円超の、事務機器

を中心とした精密機器メーカーである。同社
はデジタルマーケティングにグローバル規模
で取り組んできた。その背景と経緯を見てい
く。

（1） リコーがデジタルマーケティングを

 開始した背景

リコーは、2000年からマルチチャネルの
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CRM（顧客管理システム）を推進してきた。
マルチチャネルとは、営業担当者やコールセ
ンターとネットなどの顧客との接点を有機的
に活用し、商談の各プロセスを、適正なチャ
ネル、適正なコンタクトで行うことによっ
て、商談の進捗を早め、達成率を上げようと
いう同社の考え方である。

その一端を担うのが、One to One（顧客
ごとに設けられた専用ページ）のWebサイ
ト「NetRICOH」である。当時、同社のダイ
レクトマーケティングセンターでは、全社体
制の改革と小さな改革の積み重ねにより、成
果を積み上げてきた。そして、マルチチャネ
ルという考え方を構築し、従来は個別に構築
されてきた営業担当者向けのSFA（Sales 
Force Automation） や コ ー ル セ ン タ ー、
Webサイトなどのチャネルを連携した顧客
対応を目指し続けている。

この必要性に気づいたのは1990年代後半
で、2000年からマルチチャネルのCRMを推
進するようになった。散在していた顧客デー
タベースを統合し、SFAの導入に合わせて、
全社の業務プロセスを見直した。04年 6 月に
コールセンターの統合プロジェクトを終了し
て以後、マルチチャネルでのCRMをさらに
推進し、日々進化させている。

こうした取り組みは、デジタル技術を用い
て顧客との関係性を強め、生産性を高めるこ
とには大きく寄与した。しかしながら、同社
の売上の 6 割を占めるのは海外市場であるた
め、そこにもマルチチャネルCRMを広げる
必要性が出てきたこと、さらにはマーケティ
ングオートメーション注4が技術的に大きく進
展したことなどから、デジタルマーケティン
グ活動をグローバル化することが求められる

こととなった。

（2） グローバルレベルでのデジタル

 マーケティングの取り組み開始

前述の通り、リコーは売上の 6 割を海外市
場が占めており、またマーケティングオート
メーションなど、ITが大きく進化したことに
より、デジタルマーケティング活動をグロー
バルレベルに広げることが必要となっていた。

そのため、2013年 8 月、本社内にマーケテ
ィングイノベーションセンターを設立した。
同センター内にはマーケティングプロセス革
新室を設置した。マーケティングプロセスを
抜本的に刷新することを狙いとしたのであ
る。そこでは新しい販売方法について、さま
ざまなトライが実施されてきた。たとえば、
リコージャパンでは、11年夏からiPadを用い
た販売が開始されているが、この活動をグロ
ーバルレベルに広めている。

さらに同センターでは、デジタル技術を用
いた需要の創造に取り組んだ。同社は直販体
制により、多くの地域への販売活動を行って
いる。たとえば、米国市場であればレニエワ
ールドワイド社、IKON Office Solutions社と
いった大手ディーラーの買収を繰り返すこと
で、販売シェアを上げてきた歴史がある。営
業担当者は複写機やプリンターなどを販売し
ているが、米国など海外市場においては営業
担当者の地域的市場カバレッジ（あることが
及ぶ範囲、適用範囲）が広範なため、デジタ
ル技術で需要創造を支援できないかを考え
た。そこで、同センターが、米国、欧州、ア
ジア、中国などの状況を確認したところ、リ
コーアメリカはマルケト注5を用いた需要創
造を行っていることが分かった。
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その状況確認と社内共有を進めるため、同
センターはリコーのグローバル会議に参加
し、各市場でどのようなマーケティングオー
トメーションツールを活用しているのかにつ
いて調査を実施した。センターとしてノウハ
ウの共有化を進めると同時に、未導入の地域
については、ツールの統一化の検討を進め
た。そして、同社が行うべきデジタルマーケ
ティングは、デジタル技術を活用した需要創
造であると定義し、マーケティングオートメ
ーションツールを統一していく方針を打ち出
した。そして13年11月、世界全地域のマーケ
ティング担当者にその方針を発表した。

さらに同社は14年 2 月、グローバルでデジ
タルマーケティングチームを組織化した。世
界各地のメンバーを米国統括法人本社が所在
するペンシルバニア州マルバーンに集め、デ
ジタルマーケティングの定義を行った。そこ
で議論されたことは、ネットとリアルの営業
担当者をいかに最適に組み合わせ、カスタマ
ージャーニーを最適化していくことにより、
認知・販売・アフターフォローを通じて、同
社に対する好意的なCXを創り出すことをデ
ジタルマーケティングの目的として明確に定
めた。

認知については、同社のコーポレートサイ
トを閲覧する顧客に、「リコーは顧客が抱え
ている課題を解決する手立てをいかに持って
いる企業であるか」をアピールする内容に変
えることとした。そして、同社が重点戦略と
し て 推 進 し て い たMDS（Managed Docu-
ment Service、ドキュメントにかかわる運用
管理業務）については、ワークフローの効率
化のために、コンテンツマーケティングを駆
使したMDSのソリューション提示を行い、

市場でのプレゼンス（存在感）向上を推進し
た。その際、ソートリーダーシップ注6とい
う手法をとり、ドキュメントをいかに管理・
処理するかということについて、革新的アイ
デアや解決策の提示を積極的に行い、ワーク
フロー効率化における主導者となることを目
指した。

また同社では、デジタルマーケティング
を、①需要創造（Demand Generation）、②
Webサイトのリニューアル（Web Renew-
al）、③購買者への影響力の向上プログラム

（Buyer Influence Programs）、④顧客ポータ
ル（Customer Portal）、⑤EC、⑥コンテン
ツマーケティング・コンテンツマネジメン
ト、の 6 つのモジュールで推進した。

さらに、これらの進捗を横串で管理するた
めのKPIを設定し、サポートするシステムイ
ンフラを明確にした。たとえば、必要なIT
システムとして、CMS（コンテンツ管理シ
ステム）、マルケトなどのマーケティングオ
ートメーション、ECの仕組みを必要とする
ITシステムとして定義している。このよう
に活動内容を明確に定義付け、前述した14年
2 月に米国で行ったキックオフで共有を行っ
た。その後、グローバルのオンラインブレー
ンストーミングセッションなどを実施し、オ
ーストラリアのキャンペーンを米国でも共有
して使うなど、グローバルでの活動とその進
捗についての情報共有を推進した。

（3） 日本国内での

 デジタルマーケティング強化

①国内でデジタルマーケティングに
	 取り組んだ経緯
2014年 2 月にリコーがグローバルでデジタ
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ルマーケティングチームを立ち上げた直後の
14年度から、国内でデジタルマーケティング
の展開を開始した。国内の販売会社であるリ
コージャパンがデジタルマーケティングを導
入した大きな理由は、国内での競争の激化で
ある。基盤ビジネスの複写機・プリンター分
野は市場が成熟している。取扱商品が多岐に
わたるため、営業担当者がすべての商品を理
解し、的確な提案をするのは困難になってい
た。そこで、デジタルマーケティング活用に
よる効率的な営業活動が求められていた。

また、顧客の変化については、BtoB商取
引では、顧客がコンタクトする前に購買決定
プロセスの約57％が完了しているという、
CEB Research社が唱えるBuyer2.0が重要で
あると考えた（図 1 ）。リコーは、このBuy-
er2.0にどう対応するかということに力点を
置いた。そして、デジタルコンテンツを鮮度
よく用意することを重視し、国内では14年 2
月にグローバルでデジタルマーケティングチ
ームを立ち上げた直後の14年度からデジタル
マーケティングの展開を始めた。

②国内における取り組み
デジタルマーケティングに取り組むには、

Webを活用することで顧客の関心事を把握
して案件化するため、「デジタルマーケティ
ングの運用体制」および「社内ルールを整備
する」ことから始めた。

デジタルマーケティングは、準備、実行、
測定というフェーズに分かれ、リアルなイベ
ントを含めたWebコンテンツの充実が必要
となる。こうしたデジタルマーケティングの
案件を醸成するプロセスについて、大手顧客
担当の営業地域を中心に勉強会を実施するな
ど、営業担当者の教育に特に力を入れた。な
ぜならば、営業担当者がこうした案件に対し
て、具体的に動かなければ、せっかく関心を
持ってくれた顧客に対して、適切なタイミン
グで施策を連動することができないからであ
る。

さらには、自社のコーポレートサイトに加
え、顧客の検討段階に対応したサイトやコン
テンツの拡充を図るなど、ネットで情報を収
集する顧客に対してきめの細かい情報提供を
行った。

図1　購買者の行動変化

従来

ネット活用

提案 導入検討情報収集

Buyer1.0

購買のための情報を
直接セールスから
入手する従来の顧客

Buyer2.0

購買のための情報を
Webなどネットから
入手する顧客

顧客自身がWebで情報収集

● 製品サイト    
● 問い合わせメール
● Webでの資料請求

● 詳細説明 
● 製品デモ 
● 価格見積もり

● 検索エンジン
● メールマガジン
● 口コミサイト

営業活動

絞り込み

提案 導入検討情報収集 絞り込み

出所）リコージャパン
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り返したところ、「お問い合わせフォーム」
での離脱が多かったため、お問い合わせフォ
ームの細部に手をいれて改善につなげること
で、離脱を大幅に減少することができた。さ
らに、Google出稿キーワードの絞り込み、
Yahoo！のリスティング、SEO対策注7、リマ
ーケティング（サイトにアクセスしたユーザ
ーに広告を表示する）、DSP（Demand Side 
Platform）注8、さらに広告以外の自然検索な
ども複合的に行うことによって、広告以外の
自然検索流入のアクセスが前年比120％、併
せてコンバージョン注9も130％増加した。

また、セミナーを多数開催し、その際の接
客メールのキャッチ（題名）、文言、配信の
タイミングを熟考し、A/Bテスト注10を行っ
た。つまり、複数のパターンでテストを繰り
返し、最適なキャッチ、文言と配信タイミン
グを抽出していったのである。このような施
策を繰り返すことで、デジタルとアナログを
融合させた取り組みがうまく回り、顧客接点

かたや、デジタルマーケティングでチャレ
ンジする商材を考察し、営業担当者を介さず
に顧客に一定の提案品質が確保できる商材と
して、3Dプリンターとプロジェクターなど
のビジュアルコミュニケーションエリアを決
定した。これらの商材は、核となる商材であ
る複合機とは異なり、営業担当者が説明時間
を取ることができず、顧客への紹介が十分に
はできていなかった。そのため、商品担当者
などの同意が得やすかったことも、選定の大
きな要因となった。

たとえば、3Dプリンターの購買プロセス
での行動パターン、つまりカスタマージャー
ニーを見ると、メールマガジンや業界サイト
といった非対面領域での情報収集タッチポイ
ントが多いことが判明した。そこで、いかに
顧客の関心を引き出し、購入につなげるかと
いうことにフォーカスしたコンテンツ作りに
注力している（表 2 ）。

リコージャパンが顧客のアクセス解析を繰

表2　購買プロセスにおける顧客の行動パターン（3Dプリンターの場合）

タッチポイント・購買プロセス 課題認知 興味・関心 比較・検討 相談・導入

対
面

アカウントセールス

フェア・セミナー・ショールーム

展示会・イベント

非
対
面

メールマガジン・Web広告

記事・広告（紙）

オフィシャルサイト

Web・ソーシャルメディア

出所）リコージャパン

相談 見積

ショールームデモ

比較サイト
他社情報検索

詳細スペック
価格確認

業界専門誌
記事広告

展示会で
情報収集

メールマガジン
（ランディングページ）

業界専門
サイト
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情報を提供し、その情報に対する顧客からの
評価を確認することで、顧客の3Dプリンタ
ー導入検討のサポートをしている。

このように、インサイドセールスを活用す
ることで、Web問い合わせからの受注率は
導入前の 4 倍に増加。またVC（ビジュアル
コミュニケーション）領域のプロジェクタ
ー、ビデオ会議システム、インタラクティブ
ホワイトボード、電子黒板でも、デジタルマ
ーケティングでの問い合わせ件数が約1.7～
6.5倍と飛躍的に伸びており、これらにもイ
ンサイドセールスを活用して対応している

（図 3 ）。
今後は、カスタマーリテンションを確立す

るため、デジタルマーケティングとインサイ
ドセールスの連携体制による多事業の展開を
進める方針である。また、顧客維持率を高め
るため、デジタルマーケティングとインサイ
ドセールスの連携体制による他事業への展開
を進めている。

リコージャパンは、デジタルマーケティン

が増大した。
こうして生み出されたリード（見込みの創

造）について、効率が良く精度の高い情報
を、タイミング良く営業担当者に渡すことが
成約の秘訣であるという。しかしながら、デ
ジタルマーケティングで得たリードについて
の情報を、営業担当者にエスカレーション

（上長等への引き継ぎ）しても、なかなか成
約に至らないケースがある。それを解消する
には、営業担当者に引き渡す前段階の「リー
ド醸成強化と確度判定精度向上」のために、
テレセールスなど「インサイドセールス」の
活用を高める必要性が高いという。インサイ
ドセールスで顧客が求めている情報を提供
し、後日、その反応を確認し、商談後期の価
格交渉までサポートをすることとした。そし
て見込み案件からステップアップしたタイミ
ングで、営業担当者にエスカレーションする
ことを心掛けているという（図 2 ）。たとえ
ば、イベントやWebサイトで獲得した3Dプ
リンターに興味のある顧客に対して、必要な

図2　インサイドセールスの実施内容

課題未認知 課題認知 興味・関心 比較・検討

Webイベント
インサイドセールス

● 顧客の立場や検討状況に応じて必要とされている
　情報を確認・提供する

● 後日、提供した情報に対する顧客の評価を確認する

● 価格交渉など商談後期にステップアップしたら
　アカウントセールスにエスカレーションする

ア
カ
ウ
ン
ト
セ
ー
ル
ス

Web問い合わせ

アンケート回答

COLD化

外部イベント

商談カード

交渉・購入
1 2 3 4 5

出所）リコージャパン
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グを活用して、見込み客を増やすためのポイ
ントとして、①商材の拡大でボリュームアッ
プを図る、②セミナーなどのイベントとデジ
タルマーケティングの連携、③リードの育成
ができる顧客との関係性の構築、が大事であ
るとしている。これらを実行しながら素早く
PDCAを回し、検証することでしか成果を上
げる方法はなく、近道は存在しないという。

Ⅳ デジタル化におけるマーケティング
 機能構築に向けて

1 マーケティングの目的の明確化
デジタル化によるマーケティング機能の再

構築には、①製品やサービスが実現したい価
値とターゲットとする顧客の明確化、②ター
ゲットとする顧客理解の深化、をすること
で、マーケティングの目的の明確化をしなけ
ればならない。

（1） 製品やサービスが実現したい価値と

 ターゲットとする顧客の明確化

そもそも、商品・サービスが実現したい価
値を再定義し、ターゲットとする顧客を定義
するところから始めなければならない。つま
り、デジタルマーケティングはあくまでもツ
ールであり、商品やサービスを通じて「実現
したいことは何か」の本質を突きつめて考え
ることが、デジタル技術を使いこなす上での
重要なポイントである。

これは、マーケティング機能を再構築する
上で、ツールとしてのデジタル技術の活用を
目的化してはならないということである。製
品やサービスが実現したい価値を再認識し、
その目的に立ち返り、何を実現すべきなの
か、そのためにアプローチしたい顧客は誰で
あり、そのためにデジタル技術をどのように
活かせるかという視点で考えるのである。

図3　VC商材の問い合わせ件数推移

顧客からの「お問い合わせ」が
3商材とも前年比大幅増

＊FY15・FY16ともに4～ 12月実績比較
＊Webフォーム＋電話での問い合わせ
＊リコージャパンデータベースよりうち43％は過去取引のない顧客 

プロジェクター
（PJS）

FY15 FY16

前年比165％ 前年比320％ 前年比640％

インタラクティブホワイトボード
（IWB）

ビデオ会議システム
（UCS）

FY15 FY16 FY15 FY16

出所）リコージャパン
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（2） ターゲットとする顧客理解の深化

デジタルマーケティングで成果を出すに
は、マーケティングの原点に立ち返らなけれ
ばならない。商品ブランドの「目的」「目
標」をしっかりと定め、ターゲットとする顧
客に対してどのようにアプローチをして、何
を伝えれば「目的」「目標」を達成できるの
か、という一連の流れを考えたシナリオを構
築する。デジタルでは「何を伝えるか」よ
り、「ターゲットとする顧客を明確にして」

「どのようにアプローチするか」というシナ
リオを構築することが非常に重要である。そ
のためには、ターゲットとする顧客の理解を
深め、購買行動をしっかり把握しなければな
らないだろう。購買におけるプロセスの中で
ターゲットとする顧客はどのように行動する
のか、それぞれのプロセスでどのような要望
を持つのか。その理解をしなければ、マーケ
ティングの具体的な姿を描き出すことはでき
ない。リコーは、3Dプリンターにおいて、
顧客はどのように課題認知して、どのような
情報を収集し、興味と感心を高め、比較・検
討を行うのかについて、代表的な行動、カス
タマージャーニーを理解した。

ネットによって情報収集が簡単になったこ
とで、BtoBもBtoCも、顧客は見えないとこ
ろで情報を収集し、意思決定を進めている。
その代表的な行動を理解しないことには、デ
ジタルによるマーケティングで実現したいこ
とについても、具体的な議論には発展しない
だろう。

2 自社の強みを引き立てる
 CXデザイン

自社が保有するチャネルやコールセンター

といったタッチポイントの強みを最大限に活
かし、顧客に対するCXをデザインする。言
い換えればデジタルマーケティングは、自社
が持つリソースや強みを最大限に引き出すた
めにデジタルを活用する、という考え方にな
る。

たとえばリコーには、100万社以上の顧客
口座、5200人の営業担当者、4700人のカスタ
マーエンジニアといった国内最大級の営業・
サービス部隊があり、デジタルはそれを引き
立てる役割も担っている。3Dプリンターな
どの商材を販売するためにデジタルを活用
し、顧客のニーズも特定しておき、最終段階
で高い専門知識を持つスペシャリストが訪問
して、同社の商材やソリューションに関する
説明を行う。そのようなCXのデザインに、
顧客も価値創造に参画しているという要素を
加えることが非常に重要だ。同社は、顧客が
3Dプリンターを体験できるセミナーを開催
するなど、デジタルのプロセスとリアルの体
験の場を織り交ぜ、CXをデザインしてい
る。顧客がこうしたカスタマージャーニーを
経れば、同社とともに新しい価値創造をした
いと考えるだろう。

その際、このCXには同社が持つ直販チャ
ネルの顧客接点力という強み、さらには、デ
ジタルマーケティングによって顧客が欲する
情報を求めたときに情報を提供できる良さが
組み合わさり、同社が元来持っていた強みが
引き立つことになる。他社との差別化をする
には、単にデジタルプロセスを導入するだけ
ではなく、このように自社の強みを引き立て
るCXのデザインを考えなければならないだ
ろう。
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リー食品インターナショナルの場合、リアル
で行うマス広告と、流通への強力な営業力や
棚の確保という強力な成功パターンがある。
これをネット（デジタル）に持ち込むと、

「コンテンツから考える」という思考パター
ンに陥りやすいため、営業担当者などの社内
リリースに対する啓蒙が非常に重要になる。

リコーは営業担当者の数が多く地域カバレ
ッジが広いため、営業担当者に依存したマー
ケティングの施策になりやすく、また、営業
担当者は自らの施策展開が強いため、デジタ
ルとの連携が進まないことがある。しかしな
がら、ターゲットとする顧客と商材を明確に
し、購買プロセスのどのタッチポイントでど
のようなCXを提供するかについて、マーケ
ティングの本来の目的に立ち返った議論を尽
くし、繰り返し取り組みを展開していく。こ
うして小さい成功体験を蓄積・共有していく
ことで、チェンジマネジメントを推進するこ
とができる。

注

1 顧客が企業の商品（製品）・サービスを利用した
際に感じる心理的・感覚的な価値観のこと

2 ユーザーが製品・サービスを通じて得られる体
験。Webサイトやアプリ、電化製品など、単一
のシステムや商品、モノなどを対象として、そ
れらのエクスペリエンスを高めるための概念で
ある。UXを最適化するための手法をUXデザイ
ンと呼んでおり、成果物がシステムUIや製品の
UIになる

3 電通が提唱するWebを日常的に利用する消費者
の購買に関するプロセス

4 顧客開拓におけるマーケティング活動を可視化・
自動化するシステム

5 世界39か国、6000社以上の企業に導入されてい
るマーケティングのプラットフォーム。顧客に

3 DXを推進するための
 社内関連部門の啓蒙

デジタルを活用してマーケティングの改革
を推進するには、デジタル技術を活用したプ
ロセス改革、すなわちデジタルトランスフォ
ーメーション（DX）が必要となる。そのた
めには、サントリー食品インターナショナル
が営業部隊やブランドマネジャーの啓蒙をし
たように、社内関連部門を啓蒙することが欠
かせない。

自社が持っている営業担当者などのリソー
スを活用し、営業担当者、サービス担当者、
ブランドマネジャーなどに対して、本来の製
品やサービスで実現したい価値をターゲット
となる顧客に理解を深めるCXを提供してい
けるのか、実際の製品やサービスでDXを推
進する部隊が伴走しながら、成功体験を小さ
くても作っていくことが大事だろう。それに
より、DXでの成功体験を社内に浸透させな
ければならない。

また、チェンジマネジメントを推進する社
内のデジタルマーケティング推進部隊などの
DX推進組織には、営業担当者として実績が
あり、組織内で影響力を持つ人材を登用する
ことも有効な手段となり得る。実際、リコー
では、デジタルマーケティングを推進する責
任者に、営業の現場で濃い成功体験を持つリ
ーダーを登用している。これがそのまま営業
の現場への強い影響力、説得力につながり、
DXを推進するための意識改革を推進できて
いる。

サントリー食品インターナショナルやリコ
ーのように、リアルの強みを持つ企業であれ
ばあるほど、デジタルを使いこなす際もリア
ルの成功パターンを持ち込みやすい。サント
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ザインやレイアウトを複数提示して、コンバー
ジョン率を上げるための最適化を行う検証方法
のこと
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